
２０２１年６月４日～６月１１日　衆参厚労委員会や本会議での
　　『医療的ケア児およびその家族に対する支援に関する法律案』
　　（審議経過、経過可決成立など衆参国会議事録等公開資料など関連整理してみました。）

☆☆６月２２日（火）開催 youtube ビデオ配信されてます。
　　医療的ケア児支援法オンライン解説
　　https://www.youtube.com/watch?v=UD6H4Tbwglo　
　　（認定ＮＰＯ法人フローレンス：駒崎弘樹）
　　（「永田町子ども未来会議」事務局長：加藤千穂）

☆☆６月１６日（水）１５：３０～　衆院第一議員会館にて
　　第３４回『永田町子ども未来会議』開催されました。
　・当日模様ビデオ youtube 配信されています。 
　　　https://www.youtube.com/watch?v=6yUswEsdvpI　

☆医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案
　　（衆議院提出）第 204 回国会　2021 年 6 月 11 日　投票結果
　　＞起立採決により全会一致で可決されました ＜参院本会議＞
　＊参院厚生労働員会経過
　　　【第 99 号　(1)　令和 3 年 6 月 10 日(木)】
　　　開会年月日　令和 3 年 6 月 10 日
　　　　>>　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する
　　　　　法律案（衆第三四号（衆議院提出）について提出者
　　　　　衆議院厚生労働委員長とかしきなおみ君から趣旨説
　　　　　明を聴き、衆議院厚生労働委員長代理荒井聰君、同
　　　　　高木美智代君、田村厚生労働大臣、山本厚生労働副
　　　　　大臣及び政府参考人に対し質疑を行った後、可決し
　　　　　た。なお、附帯決議を行った。
　　　　＊附帯決議　
　　　　　　https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/204/f069_061024_02.pdf
　　　　　>>医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案に対する附帯決議 
　　　　　　　　 令和三年六月十日 参議院厚生労働委員会 
　　　　　　　　政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 
　　　　　　一、医療的ケア児が成人となった後も適切な保健医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常
　　　　　　　　生活及び 社会生活を営むことができるようにすることも重要であることに鑑み、地方公共団体
　　　　　　　　や医療的ケア児支援 センターが医療的ケア児の成人期への移行に際して行う支援について万全
　　　　　　　　を期すこと。
　　　　　　二、医療的ケア児支援センターに関し、次に掲げる措置を講ずること。 １ 医療的ケア児支援センター
　　　　　　　　が、医療的ケア児及びその家族のニーズに応じた支援を行う機関や団体と の連絡調整を行うことを
　　　　　　　　含め、医療的ケア児及びその家族からの相談を受けることを業務とする機関で あることについての
　　　　　　　　広報を行うこと。 
　　　　　　　２ 医療的ケア児等コーディネーターを中核として医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う
　　　　　　　　 関係機関及び民間団体をネットワーク化して相互の連携を促進するとともに、都道府県内の医療的ケ
　　　　　　　　 ア児に関連する情報が医療的ケア児支援センターに集約され、関係機関等の相互の連携の中で適切に
　　　　　　　　 活用 されるようにすることにより医療的ケア児支援センターが専門性の高い事案に係る相談支援を 
                         行うこと ができるようにするため必要な支援を行うこと。 
　　　　　　　３ 都道府県内の医療的ケア児の数等に応じて複数の医療的ケア児支援センターが設置されるようにする
　　　　　　　　 等、医療的ケア児及びその家族に対して適切な支援を行うことができる体制
　　　　　　　　 を確保するために必要な支 援を行うこと。 
　　　　　　三、 本法が保育所の設置者、学校の設置者等に看護師等を配置するよう求めていることに関し、現在、看
　　　　　　　　 護師等が常時配置されていない保育所、学校等に通園・通学している医療的ケア児について、本法の
                         施行後、 当該保育所、学校等に看護師等が常時配置されていないことが当該児童の通園・通学の妨  
                         げとなることの ないよう、本法の趣旨について必要な周知を行うこと。 
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　　　　　　四、 本法の定義規定において、「「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰 かくたん 吸引
　　　　　　　　 その他の医療 行為をいう」とされたことに伴い、「医療的ケア」に係る「医療行為」の範囲が変更
　　　　　　　　 されたかのような誤 解を招くことがないよう、適切に周知を行うこと。 
　　　　　　五、 医療の高度化等を背景として、命を取り留める子どもたちが増加する中で、早期からの適切な愛着関
　　　　　　　　 係の形成に資する家族支援がその後の家族の在り方にも関わることを踏まえ、早期からの愛着形成
    　　　　　　　に資する 家族支援の在り方について、実態の把握と支援体制の構築に万全を期すこと。 右決議する。
 
　　　　△参院議員厚労員会審議議事録（第 24 号　令和 3 年 6 月 10 日）
　　　　　　https://kokkai.ndl.go.jp/#/detail?minId=120414260X02420210610
　　　　＞　本日の会議に付した案件 

　　　　　　○医療的ケア児及びその家族に対する支援に関す 　る法律案（衆議院提出） 

　　　　　　

271 　小川克巳

発言      URL      を表示  

○委員長（小川克巳君）　政府参考人の出席要求に関する件についてお諮りいたします。 　医療的ケ
ア児及びその家族に対する支援に関する法律案の審査のため、本日の委員会に、理事会協議のとおり、
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長赤澤公省君外四名を政府参考人として出席を求め、その説
明を聴取することに御異議ございませんか。 　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

• 273　小川克巳

発言      URL      を表示  

○委員長（小川克巳君）　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案を議題といたしま
す。 　まず、提出者衆議院厚生労働委員長とかしきなおみ君から趣旨説明を聴取いたします。とかし
きなおみ君。 

• 274　とかしきなおみ

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（とかしきなおみ君）　ただいま議題となりました医療的ケア児及びその家族に対する
支援に関する法律案について、その提案理由及び内容を御説明申し上げます。 　医療技術の進歩に伴
い医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的
ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっています。
 　本案は、こうした状況に鑑み、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し、基本理念を定め、
国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充に係る施策その他必要な施
策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定めることにより、医療的ケア児の健やかな成
長を図るとともに、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子どもを生み、育てることができ
る社会の実現に寄与することを目的とするもので、その主な内容は次のとおりであります。 　第一に、
医療的ケアとは、人工呼吸器による呼吸管理、喀たん吸引その他の医療行為をいい、医療的ケア児と
は、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けることが不可欠である児童をいう
こととしております。なお、児童には、十八歳未満の者に加え、十八歳以上の者であって高等学校等
に在籍するものを含むこととしております。 　第二に、医療的ケア児及びその家族に対する支援は、
医療的ケア児の日常生活及び社会生活を社会全体で支えることを旨として行わなければならないこと
等を基本理念として定めております。 　第三に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する国、
地方公共団体、保育所の設置者等及び学校の設置者の責務を規定しております。 　第四に、政府は、
この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置等を講じなければならないこととし
ております。 　第五に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策として、保育を行う体制
の拡充等、教育を行う体制の拡充等、日常生活における支援、相談体制の整備及び情報の共有の促進
について定めております。 　第六に、都道府県知事は、医療的ケア児及びその家族等の相談に応じる
こと等の業務を、社会福祉法人その他の法人であって当該業務を適正かつ確実に行うことができると
認めて指定した医療的ケア児支援センターに行わせ、又は自ら行うことができることとしております。
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 　第七に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し、広報啓発、人材の確保及び研究開発等の
推進について定めております。 　第八に、この法律の規定については、法施行後三年を目途として、
この法律の実施状況等を勘案して検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの
とし、また、政府は、医療的ケア児の実態を把握するための具体的な方策及び災害時における医療的
ケア児に対する支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとし
ております。 　なお、この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行することとして
おります。 　以上が、本案の提案理由及びその内容であります。 　何とぞ、御審議の上、速やかに
御可決いただきますようお願い申し上げます。 

• 276　田島麻衣子

発言      URL      を表示  

○田島麻衣子君　立憲民主・社民の田島麻衣子です。 　本日は、この法案の質疑にこの参議院の厚生
労働委員会で立たせていただけることを非常に光栄に思います。 　私は、地元愛知でこの医療的ケア
児の施設を訪問してまいりました。御家族の負担、責任の重さ、それから子供たちの命の大事さに非
常に心から打たれたことを覚えております。ですので、この法案は、子供たちや御家族にとって希望
の光になるかもしれないと思います。しかしながら、この法案は理念法です。趣旨説明にもありまし
たが、理念を書かれているものであって、どのようにこれから実効性を担保していくかというのは本
当に我々の責任であるというふうに感じております。 　まず、山本副大臣に伺います。 　副大臣は
二〇一五年から永田町子ども未来会議に出席されていて、この問題、非常に一生懸命取り組まれてこ
られたと理解しております。この実効性を確保するために、私はまず二つのことが大事だと思います。
一つは予算です。二つ目は、どのようにケアの担い手を確保していくかということです。 　まず、予
算から伺いたいと思います。 　この法律の実効性を担保するために施行後はどのように予算措置を国
として講じていくべきか、お考え聞かせていただきたいと思います。 

• 277　山本博司

発言      URL      を表示  

○副大臣（山本博司君）　ありがとうございます。 　私も、永田町子ども未来会議、今日いらっ
しゃっております荒井先生、また自民党の野田先生、高木美智代先生からお声掛けていただきまして、
二〇一五年の七月からメンバーとして活動させていただきました。そういう中で、この医療的ケアの
お子さんやまた御家族に対しましての支援、大変大事だと思っている次第でございます。感謝申し上
げたいと思います。 　この医療的ケア児の支援につきましては、医療的ケアを実施をする看護職員等
に対する研修の実施などを支援する医療的ケア児等総合支援事業、さらに、保育所等における医療的
ケア児の受入れ体制の整備に係る医療的ケア児保育支援事業などを行ってきている予算事業がござい
ます。 　また、新たな取組といたしまして、本法律案の第十四条では、都道府県知事は、医療的ケア
児支援センターにおきまして、医療的ケア児及びその家族等の専門的な相談に応じ、情報の提供や助
言その他の支援を行うこと、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間
団体との連絡調整を行うことなどの業務を自ら行うか、指定した者に行わせることができるとされて
いる次第でございます。 　厚労省としては、この法案成立後、その趣旨を踏まえながら、都道府県に
よる当該センターの設置を促すとともに、支援が必要な方に必要な支援が行き届くように、医療的ケ
ア児に対する支援体制の整備にしっかり努めてまいります。 

• 281　山本博司

発言      URL      を表示  

○副大臣（山本博司君）　今委員御指摘のとおり、医療的ケア児及びその家族の方々の、個々の医療
的ケア児の心身の状態に応じた適切な支援、これを受けられるようにすることは大変重要であると思
う次第でございます。 　この法案の第二十条におきましては、人材の確保として、国及び地方公共団
体に対しまして、医療的ケア児及びその家族がその居住する地域にかかわらず等しく適切な支援を受
けられるように、医療的ケア児に対しまして医療的ケアその他の支援を行うことができる人材を確保
するための必要な措置を講ずるということが求められている次第でございます。 　そのためにも、医
療的ケアを実施することができる看護職員等の人材の確保に向けましては、医療的ケア児等総合支援
事業によりまして、都道府県、市町村において地域の医療機関等と連携しながら医療的ケアに係る研
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修が適切に行われるような支援を行っておりまして、本法案の趣旨も踏まえて、引き続き医療的ケア
を実施する人材の確保に努めてまいります。 　なお、准看護師を含む看護職員の確保につきましては、
新規養成、定着促進、復職支援に加えまして、介護や福祉の領域偏在や地域偏在への対応を柱といた
しまして、地域医療介護総合確保基金を活用した支援や中央ナースセンターを通じた都道府県ナース
センターにおける取組の支援を行っている次第でございますので、今後とも地域に必要な看護職員の
確保を推進してまいりたいと思います。 

• 283　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　衆議院の荒井聰でございます。 　この法案、作るのに約六年ぐらい、足
掛け六年ぐらい携わってきたのですけれども、一番最初は、二〇一五年の二月に障害者支援をする保
育園のヘレンというところを視察をいたしました。そこで聞いたことは、この医療的ケア児と言われ
ている障害者のための保育園というのは全国でたった一か所しかないと。しかも、その保育園も、医
療的ケア児を預かると経営上はマイナスになるということを知りました。そして、そこで会ったのが、
今日来られていないですけれども、野田聖子さんの息子さんでした。 　私はそのとき驚いたんですね。
野田聖子さんといえば、大臣を何度もやっている大実力者の政治家ですよ。恐らく、裏口を使えばど
こかの病院に預かってもらうというようなこともできたんじゃないかと思うんですけれども、しかし、
彼女はその障害児を抱えて、全国でどこか預かってくれるところはないかといって、東京中探し回っ
たんです。結局、杉並のこのヘレンというところがやっと見付かって、そこにわざわざ引っ越しをし
て預かってもらいました。 　そのときに、私は聖子さんに、野田さんに、当選同期なものですから少
し無駄口もたたける仲なので、あんた、国会議員で、国会議員というのは予算をつくったり制度をつ
くったり法律を作るのを職業としているんだろうと、国民を助けるのが職業だぞと、自分の子供さえ
救えないというのは一体どういうことなんだと言って彼女を難じました。そうしましたら、いや、そ
のとおりなんですと、だけど、自分のこと過ぎて、余りにも自分のこと過ぎて、それを訴え掛けるこ
とができなかったんですと、荒井さん、手伝ってくれますかという話。まあ、そこまで言いましたか
ら、それじゃ、手伝おうじゃないかといって、この永田町子ども未来会議というのをつくったんです。
 　そこで、二〇一六年に総合者支援法という法律を改正をして、その中に医療的ケア児という言葉を
入れました。時の厚生大臣は、はい、厚生大臣は塩崎さんでした。そこで四十五人の厚労関係の委員
がいるのに、医療的ケアという言葉を知っておられる方はほとんど一人もいなかったと思います。そ
のぐらい医療的ケアというのは、五年前はほとんどの人が知らなかったという状況の中から立ち上げ
た勉強会であります。 

• 284　田島麻衣子

発言      URL      を表示  

○田島麻衣子君　本当にどうもありがとうございます。お話聞かせていただきました。 　最後に、医
療的ケア児の本人、それから家族の幸せとは何であるかと考えてこの法案を作られたか、御見解を教
えていただけますでしょうか。 

• 285　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　ありがとうございます。 　医療的ケア児、あるいは障害者、子供たちで
すね、本当に心が素朴というか真っ白というか、あるいは素直なんですね。私たちの何か悪意ある気
持ちというか心というか、そういう気持ちが完璧に反映される、それが障害児です。つらいとき、障
害児のところには行かない方がいい。つらいことのその心が障害児に反映されて、障害児は悲しそう
な顔をします。うれしいとき、子供さんもうれしくなります。そして、その顔を見るとお母さんもう
れしくなる。逆に、お母さんが悲しいときには子供も悲しくなるんです。 　一番問題なのは、お母さ
んが、この医療的ケア児というのは三十分置きに喀たんしますから、夜眠れないんですよね。そうい
う睡眠不足のときにどうしても子供に当たったりなんかすることがあるんです。それはやむを得ない
ことだと思うんですけれども、しかし、その後、物すごく後悔をするんです、そのお母さんたちは。
この子供を叱ってしまったということを後悔するんです。 　そういうことにならないような制度をつ
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くらないと駄目だと、親も子供も両方笑って過ごせるような、そういう社会をつくらなければならな
いと、そんな思いでこの法案を作りました。 

• 287　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　公明党の矢倉克夫です。 　本法案、医療的ケアが必要なお子様や家族がどの地域に住
んでいても切れ目ない支援が受けられる、こういう体制を整えるために非常に重要な意義を有する法
案であるというふうに思います。私も、お子様や御家族の方、家族会の方とかといろいろとお悩みを
打ち明けていただき、何とか支えたいという思いで頑張ってきた経緯が様々ございました。非常に感
慨深いものがあります。 　今日は、質問に立たせていただけることを改めて御礼、感謝を申し上げま
す。 　まず、提出者でもある高木美智代議員、今日来ていただいております。永田町子ども未来会議
の一員として御尽力された高木美智代議員に、この問題に対する当初からのお取組の御紹介と法案に
込めた意図、お伺いするとともに、法案は医療的ケアを必要とされている者、児ではなく者、こちら
が対象とならなかったわけであります。この理由についてお伺いをしたいと思います。 

• 288　高木美智代

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（高木美智代君）　衆議院議員の高木美智代でございます。お答えさせていただきます。
 　近年の医療技術の高度化に伴いまして、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアを必要とする子供
たちが年々増加して、学齢期を迎えております。推計で約二万人。 　しかしながら、法律と制度のは
ざまにありまして必要な支援を受けられていない実態があり、多くの御家族や子供たちから苦しむ切
実なお声が寄せられておりました。ある議員の方は医療的ケア児である御自分のお子さんを通して、
また、ある議員の方は医療的ケア児を受け入れている保育園の視察をきっかけとして、また、私は医
療的ケア児のお子さんが保育所への入所を拒否されたという事案を通してこうした問題意識を共有し
ておりまして、多くの課題の解決を目指して、二〇一五年三月、永田町子ども未来会議を超党派の国
会議員、ＮＰＯ関係者、在宅小児科医、各省の代表とで発足させまして、視察、検討、申入れ等を重
ねてまいりました。 　この法案は、障害福祉サービスを利用するための判定基準がないこと、相談支
援センターがないこと、また学校への親の付添い問題や卒業後の居場所問題などを解消するために、
支援法を整備することによりまして、医療的ケア児と御家族を社会全体で支え、居住する地域にかか
わらず適切な支援を受けられる体制を整備することを目指すものでございます。 　次に、本法案につ
いて、医療的ケアを必要とする者を対象としなかった理由についてお尋ねがありました。 　いわゆる
医療的ケア者につきましては、本法案に言う医療的ケア児が成長して成人となった方もいらっしゃい
ますが、その多くは成人となった後に疾病等により医療的ケアが必要となった方々でありまして、約
七十万人と推計されております。 　本法案は、現在、医療的ケア児が必要な保育や教育を受けられる
ための体制整備が十分に進んでいないことが喫緊の課題であるとの認識の下で、まずは保育や教育の
場面に特に焦点を当てて取りまとめることとしたものです。医療的ケア児の成人期へのスムーズな移
行については、提案者といたしましても最重要課題であると認識しておりまして、本法案による支援
の対象としているところです。 　一方で、成人となった後に医療的ケアが必要となった方につきまし
ては、今後、その実態や支援ニーズを把握し、可視化していくことが重要でありまして、まずは実態
や支援ニーズの把握を政府に求めてまいりたいと考えております。 

• 289　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　まず医療的ケア児という部分からこの法案があるわけでありますが、今、高木美智代
議員からも、医療的ケアを必要とする者の方に対しての実態調査、ニーズということがありました。
大事な御視点かというふうに思います。 　それに関連してお伺いしたいんですが、今話があったとお
り、十八歳以上の障害者であっても、医療的ケアを受けることによって大学で学んだり通勤して働い
たりすることがより可能になるなど、支援のニーズはあるのではないかと思っております。かかる医
療的ケア者の実態や医療的ケアに向けた支援ニーズ、特に雇用労働や教育における支援ニーズを可視
化していくことが重要であると考えています。 　これらをどのように把握されるのか、厚労省と文科
省、それぞれにお答えをいただきたいと思います。 
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• 290　山本博司

発言      URL      を表示  

○副大臣（山本博司君）　十八歳以上のこの医療的ケアを必要とする障害者が適切なサービスを受け
ながら日常生活及び社会生活を営めるようにすることは重要であると認識している次第でございます。
 　本法案におきましては、都道府県は、医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児及びその
家族等の専門的な相談に応じ、情報の提供や助言その他の支援を行うこと、医療、保健、福祉、教育、
労働等に関する業務を行う関連機関及び民間団体との連絡調整を行うことなどの業務を自ら行うか、
指定した者に行わせることができるとされている次第でございます。 　この当該センターの支援の対
象となる医療的ケア児につきましては、十八歳に達し、又は高等学校等を卒業したことにより医療的
ケア児でなくなった後も医療的ケアを受ける者のうち引き続き雇用又は障害福祉サービスの利用に係
る相談支援を必要とする者を含むものと規定される次第でございます。 　こうした医療的ケア児支援
センターでの業務を通じまして、教育や労働等に係る内容も含め、支援のニーズの把握に努めてまい
ります。 

• 291　川中文治

発言      URL      を表示  

○政府参考人（川中文治君）　お答えいたします。 　障害の有無にかかわらず、全ての学生がその意
欲と能力に応じて大学等において学ぶ機会の確保やそのための環境整備を進めていくことは極めて重
要と考えてございます。 　文部科学省としましても、今後都道府県が設置いたします、設置する予定
の医療的ケア児支援センターと連携しまして、センターにおいて把握される教育に関する支援ニーズ
を大学等へ情報提供することなどによりまして、引き続き大学等における障害学生支援の取組の充実
を促してまいります。 

• 292　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　医療的ケア児支援センター、法案に書かれている、こちらを軸にして、厚労のみなら
ず文科も実態を把握していく、まずこれが第一歩かというふうに思います。更に拡大していくように
お願いしたいと思います。 　医療的ケア者が入らなかった理由は、そもそもどれだけ人数がいるか、
どういう支援が必要なのかを把握されていなかったからということでありますから、しっかりそこを
把握することで広げていくことが当然前提になるかというふうに思いますので、よろしくお願い申し
上げます。 　今の関係でまた山本副大臣に御質問したいと思うんですが、まさに話があった医療的ケ
ア児支援センター、こちら設置がありました。副大臣も永田町子ども未来会議の一員として御尽力さ
れたわけでありますが、この意義を改めてお伺いするとともに、先ほど田島議員からも御質問があり
ました予算、みんなでしっかり支えますので、私が先頭に立って取ってきますという決意を改めてい
ただきたいと思いますが、よろしくお願いします。 

• 293　山本博司

発言      URL      を表示  

○副大臣（山本博司君）　ありがとうございます。 　この永田町子ども未来会議、私も参加させてい
ただきましたけれども、私には重度の知的障害の娘がおりましたので、この医療的ケア児やまたその
御家族の方々の大変な思いとかつらさとか、そういった状況に関して何とかしないといけないと思っ
た一人でもあった次第でございます。 　その意味では、このセンターの意義ということに関しまして、
その医療的ケア児を抱える御家族の方々に対しまして様々な分野の相談に専門的に応ずるとともに、
関係機関及び民間団体の緊密な連携を促していることという大変重要な意義があると考えておる次第
でございます。 　厚労省としては、こういうセンターの新たな支援も含めまして、趣旨を踏まえなが
ら、都道府県によるセンターの設置等を通じた医療的ケア児の支援体制整備、しっかりと進めていき
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たいと思う次第でございます。 　私も、一議員としてもしっかり取り組んでいきたいと思う次第でご
ざいます。 

• 294　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　議員としてとともに副大臣としてもしっかり、さらに、大臣の御経験も生かしてお願
いしたいなというふうに思います。ありがとうございます。力強いお言葉、ありがとうございます。 
最後に、最後、もう一つだけちょっと確認をさせていただきたいと思います。 　衆議院における委員
会決議におきましては、医療的ケアとは、人工呼吸器による呼吸管理、喀たん吸引その他の医療行為
をいうとされたことに伴いまして、医療的ケアに係る医療行為の範囲が変更されたかのような誤解を
招くことがないようにというような文言がありました。 　念のための確認でありますが、厚労、厚生
労働省から、変更されるものではないということを改めて明言いただきたいと思います。よろしくお
願いいたします。 

• 295　赤澤公省

発言      URL      を表示  

○政府参考人（赤澤公省君）　お答えいたします。 　本法案の第二条に、「「医療的ケア」とは、人
工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。」とされておりますが、御指摘いただ
きましたとおり、本定義規定は医療的ケアに係る医療行為の範囲について変更等を行うものではない
ものと承知しております。 

• 296　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　御自身で医療的ケアをされている方からも御不安の声があったりとかするところであ
りました。今のところで改めて明確になったわけでありますが、周知徹底を是非よろしくお願いを申
し上げたいというふうに思います。 　本法案の意義をしっかりまた周知して、全ての方の安心に向け
ていけるように頑張っていくことを申し上げまして、質問に代えさせていただきます。 　ありがとう
ございます。 

• 297　東徹

発言      URL      を表示  

○東徹君　日本維新の会の東徹でございます。 　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法
律案ということで、荒井聰議員に質問をさせていただきたいと思います。 　先ほどもお話がありまし
た、六年前からこの法案を作ることに取り組んできたということでありました。恐らく、今回ようや
くこの法律が成立するんだろうというふうに思います。 　ただ、やはり成立した後が私は大事だと思
います。意義についてはもうほかの委員の先生からももうお聞きしましたので、荒井聰議員には、こ
の法案ができた後、成立した後ですね、どういった課題があるのか、また、今後どういったことを
フォローしていけばいいのかとか、そしてまた、今後の、どういったことに期待をしていきたいのか
とか、そういったことについてありましたら、是非お聞かせいただきたいなというふうに思います。 

• 298　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　東先生、ありがとうございます。 　私は、この二〇一五年に野田聖子さ
んがいろいろヘレンを見て、二〇一六年に法律の改正をしたんですね。この改正で医療的ケアという
言葉を初めて法律用語として入れて、それに基づいて、次の年から、三年ごとの改正の福祉報酬費の
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改定作業に入ったんです。 　私は、これでほぼ終わったなと、これで福祉報酬費の改定が大幅に改善
されるだろうというふうに甘く見ていました。ところが実際は、その報酬改定費は必ずしも十分では
なくて、その報酬改定費に基づいて障害児施設の経営をするだけの財源補填というものができません
でした。 　また、各県ごとの財政も十分な財政処置ができなくて、県自体の障害児対策あるいは医ケ
ア児対策というのは不十分で、県ごと、町ごとの格差というのが非常に高く出ていました。大阪の豊
中市なんかは物すごい立派にやっていますよね。かと思うと全然やっていない市もあると。首長さん
の努力加減とかそういうこともあるんでしょうけれども、それはやっぱり国として是正する必要があ
ると。そのためには新しい法律が必要だということで、議員立法で法律の構築に入ったわけです。 　
この議員立法で、この法律の最大の眼目は、前の法律では努力規定だったんです。都道府県が努力す
る、あるいは国が努力する、やっぱり強制力そんなに伴わないんですね。それでは、努力規定ですか
ら大した効果なかったんです。そこで、今回の法律では、まあ義務までするのは難しかったんですけ
れども、責務規定にいたしました。責務があるんだと、医療的ケア児を支援する責務があるんだとい
うことを法律の中の大きな要素といたしました。 　そして、この責務となった様々な施策について、
この議論の過程の段階で、厚生労働省、今日、河村君来ていますけれども、厚生労働省が財務省と激
しい交渉をして、この福祉報酬改定で、現実的な、実現できるような、施設が経営できるような、そ
ういう規模まで取ることができました。幾らということはちょっと言えないと思うんですけれども。
この今年の診療報酬改定で、私たちに参加してくれているＮＰＯの法人の人たちも、このレベルなら
ば経営できると、このレベルならば対応できると。そして、それを見ていた総務省の人たちが、交付
税でそれを応援しようと、交付税処置もそれに付けるからということを約束してくれました。 　した
がって、この法案は、議員立法の法律なんですけれども、まるで政府提案の法律かのような、そんな
機能を果たしている法律で、多分霞が関の中でも、あるいは永田町の中でも、こういう工夫をしてい
る法律というのはそんなにないんじゃないかというふうに思います。 　あとは、地方自治体がどこま
で頑張れるかと、そしてその地方自治体をプッシュするのは地方議会ですから、地方議会がどこまで
本気になるかということに懸かっているんだと思います。手段は、国としてできるところは、全部と
は言いませんけれども、相当なレベルでやったつもりでいます。 

• 299　東徹

発言      URL      を表示  

○東徹君　ありがとうございました。努力義務だったのを責務にしたということで、報酬も上げて
いって、そしてまた地方交付税も出るようにしたというふうな大事なお話だというふうに思います。 
非常に、やっぱり市町村、地方自治体がどこまでしっかりと取り組んでいくのかというのが非常に大
事だというふうに我々も思いますので、私は大阪出身でありますので、大阪ではしっかりと、こう
いった法律ができたということを地方議会の議員の人たちにも知ってもらって、しっかりと機能する
ように見ていきたいというふうに思います。 　あと一点お聞きしたいと思いますが、この医療的ケア
児の支援センターについてなんですけれども、これ、この役割をどういったところが担うのかという
ところがすごく大事だと思います。これはもう都道府県の大きさによってもまた違ってくるだろうと
思いますし、また、政令市とか中核市とか、そういったところによってもまた違ってくると思うんで
すけれども、この医療的ケア児の支援センターですね、知事から指定された社会福祉法人を担うこと
を、担うこともできるということでありますが、こういった役割、社会福祉法人が本当に果たせるの
かどうか、この点についてはいかがでしょうか。 

• 300　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　主として、主体は都道府県にしているんですけれども、社会福祉法人で
もできる規定にしているんですね。それは、都道府県が、知事が指定した社会福祉法人等です。 　各
地域ごとにこの医療的ケア児のための対策を、最近ですけれども、非常に熱心にやるところが増えて
きました。そして、その支援センターのようなもの、あるいは相談センターのようなもの、そういう
ものを既存の社会福祉法人に委託しているところが結構あるんです。私は、それはそれで大切にした
方がいいと、そういうところを育てていったらいいと。今の都道府県は、人員不足でなかなか丁寧な
行政というのはできかねるところがあるんですね。だから、そういうところでは、社会福祉法人が機
能しているのならばそれを使ったらいい。 　しかし、最終的な責任はやっぱり都道府県知事なんです
よね、都道府県なんです。そこだけわきまえていれば、社会福祉法人であってもいいし、効果的に機
能するんではないかというふうに思っています。 
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• 301　東徹

発言      URL      を表示  

○東徹君　医療的ケア児支援センターの責任は都道府県知事にあるということで、これは非常に大事
だと思いますし、そこに責任を持たすということは非常に意義があると思います。 　最後に、この法
律の十四条にもあるんですけれども、その医療的ケア児支援センターが、学校とか、それから医療、
保健、福祉、教育、労働等の業務を行う関係機関との連携というか、そういったこと、調整とかです
ね、そういったことがこれは求められるわけであります。 　これは、コーディネーターする人という
のは非常に知識も豊富でなくてはならないというふうに思いますが、コーディネーターの育成につい
てはどのようにお考えなのか、お聞かせいただければと思います。 

• 302　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　三年前かな、四年前だったかな、私は北海道庁に勤務したこともありま
す。札幌市を選挙区としていますので、札幌市長とも非常に仲がいいんです。そこで、北海道庁にも
札幌市にも医療的ケア児の対策はどうやっているのかと聞きましたら、いや、それは教育委員会だ、
いや、それは児童局だ、いや、それは何とか局だといって、私をですよ、私をたらい回しにするんで
すよ。これは、いかにお母さん方が、医ケア児を抱えていたお母さん方が行政のサービスを受けると
きに苦労しているのかということを如実に知りました。 　私はそのときに、副知事とそれから副市長
を呼んで、まあ呼び付ける権限ないんですけれども、昔の仲間ですから呼んで、君たち何をやってい
るんだと、行政というのは住民に対するサービスだろうと、たらい回しにするなんというのはけしか
らぬといって怒ったことがあるんです。私は、そのことが札幌市でも道庁でも少しこたえたのか、そ
こからワンストップのサービスをするようになり、自分たちの中でそういうコーディネートをできる
ような人たちを専門のところに就けていく、養成していくという、そういうふうに変わりました。 　
この法案ができれば、そういうセンターをつくらないといけませんから、そのセンターを担う人たち
はいろんなサービス、いろんな機関のコーディネートをしなければなりませんから、自ら学んでいく、
あるいは自ら鍛えていくということをすることになると思います。あの医療的ケア児を抱えているお
母さんたちを見たら、絶対そうしなきゃならないですよ。それが行政に携わる人というものだと私は
思っています。 

• 303　東徹

発言      URL      を表示  

○東徹君　もう時間になりました。 　この医療的ケア児及びその家族に対する支援の法律を作るに当
たっての御努力に敬意と感謝を申し上げて、質問を終わらせていただきます。ありがとうございまし
た。 

• 304　足立信也

発言      URL      を表示  

○足立信也君　国民民主党の足立信也です。 　こういう内容の法案というのは反対できる状況ではな
いと思うんですよ。ただ、私はかなり懸念があるので、できるだけ質疑で払拭していただけたらなと、
そのように思います。 　まず、荒井さんもおっしゃっていました、平成二十八年、二〇一六年の障害
者総合支援法や児童福祉法改正でかなりのことを今までやってまいりました。例を挙げますと、医療
的ケア児等総合支援事業ですね。縦割りを排除した協議の場をつくる、医療的ケア児コーディネー
ターを設置する、それから看護職員の配置等々、様々な支援事業。それから、医療連携体制加算を含
んだ報酬改定。先ほど荒井さんは、報酬改定で相当やっていただいたとおっしゃいました。 　これは
もう既にやっていることで、であるならば、先ほど来答弁がありますけれども、私もずっと聞いてい
ますから、もう限定的にといいますか、的確にというか、端的に示してほしいんですが、今まで総合
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支援法、児童福祉法の改正を経てやられてきたことに対して、今回法律を作るということは、何が足
りなくて、新しく何を始めたい。端的にお答え願いたい。 

• 305　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　足立先生はお医者さんですから、いろんなことを知っておられるんだろ
うというふうに思いますし、この現場にも立ち会っていることが何度もあるだろうというふうに思い
ます。その上でですね、その上で、現時点で医療的ケア児に対する対策が不十分であるということは
先生自身も御認識されていると思うんです。 　なぜ、なぜ足りないのかと。第一に、これが努力規定
であったことで、必ずしも義務規定ではなかった。今回も義務規定にするまでは行きませんでした。
しかし、責務規定にすることによって相当なプレッシャーが地方自治体に掛かると。今までいいかげ
んにしていたそういう対策が、それでは済まないということになります。 　第二が、その根拠となる、
今まで障害者のスコアというのは、大島分類という昭和四十年代につくられた分類の仕方でスコアを
決めていました。このスコアの多寡によって福祉報酬費というのが算定されていたんです。しかし、
残念ながら、その大島分類では医療的ケア児に対するスコアは高くならないんです。大島分類でいう
障害者スコアの高くなる重症心身障害者というのは、歩けない、ずっとベッドにいる、あるいは知的
障害があるという人はうんと高くなるんですけれども、そうでない人は低くなってしまうんです。だ
からこそ、あのヘレンで預かっても経営ができなかったんです。 　そこで私たちは、大島分類に代わ
るこの医療的ケア児対応するスコアを作ろうと、前田先生という小児科のお医者さんが物すごく熱心
に取り組んでくれました。その障害児のケアについて、一日中、いや、一週間ぐらいかな、ずっとビ
デオを回し続けて、どのぐらいケアに時間が掛かるのかということを算定し、それをスコア化して
いったんです。 　そのスコアがあったからこそ、福祉報酬費の改定というものを財務当局に認めさせ
ることができ、その結果、ヘレンのような障害者施設も経営できるような、その規模に至ったんです。
あるいは、看護師の配置についても、学校の看護師配置についても、大きな、二千三百人だったか、
三百人増だったかな、看護師の配置も可能になっていったんです。そして、そのための、先ほど話を
しましたけれども、総務省が地方交付税でその裏負担を補償するという仕組みをつくることができた
んです。これは、この法律がなければそれらのことはできなかったんです。 

• 306　足立信也

発言      URL      を表示  

○足立信也君　質問の意図と答えが違うと思いますけれども。今まで法改正でやってそれで取り組ん
できたことと、今回新しい法律を作ることによって何をやろうとしているのかという質問だったんで
すが。 　懸念の二つ目は、医療崩壊を防ぐために、二〇一〇年、一二年、迫井局長来ていただいてい
ますが、迫井さんはその後、一四年も一六年も関わっておられるけれども、特に小児科の方の意見を
聞いたとき、その当時、やはり医療、医学の進歩に伴って退院できない子供が非常に増えている、転
院もできない、親子関係も失われる、このことが今問題じゃないかということを、あの当時、一〇年
ですか、言われました。 　私はその感覚が残っているので、迫井さんも恐らく聞いていられたと思う
んですが、今回、やっぱり私、小児科と小児外科の同僚、後輩に聞きました。その問題は現実的、本
質的な問題で、いまだに残っていると。そのことで、じゃ、今、医療的ケアの必要な子供が増えてい
るのは分かっています。その中で、退院できない、あるいは転院できない、あるいは親子関係の構築
ができない、夫婦関係の構築もできないというようなことがあり得るんですね。 　もう端的に聞きた
いのは、退院できない、転院できない子供たちはどうなっているんでしょうか。 

• 308　足立信也

発言      URL      を表示  

○足立信也君　時間が十分しかないので、荒井さんにちょっと最後にまとめて聞きます。 　今申し上
げたような家庭に帰ることすらできない人たち、子供たちは、この法律の対象に明確になっているか
どうかという点と。 　これ、施行が三か月で、三年後に見直しになっていますね。その間、私が一番
大変だなと思うのは、平等に医療的ケア児支援センターを設置して、平等にという。例えば、がん対
策基本法を作って十五年、均てん化というのが最大の難題なんですね。これを、つまり三年後の見直
しで足らざる部分をまた考えるということなんですが、荒井さんの感覚の中で、今回非常に大きなの

javascript:void(0)
javascript:void(0)
javascript:void(0)


は、保育所や認定こども園、学校等に看護師の配置とか、国と地方で連携相談体制、そしてセンター
ですね、これはどれぐらいの行程ででき上がるというのを望まれているか。今回勇退されるというこ
とを聞きましたけど、どれぐらい、三年後に見直しなんですが、どのスパンで荒井さんは実現を希望
されているか。 　これを最後にお聞きしたいと思います。この二点。 

• 309　荒井聰

発言      URL      を表示  

○衆議院議員（荒井聰君）　私は、三年ぐらいで各都道府県に総合支援センターのようなものは整備
されるだろうと思っています。 　そして、この医療的ケア児を引き受けれるような施設の整備という
ものも、これ都道府県ごとに物すごく違うと思うんです。小さな県だと一人とか二人とかしか医療的
ケア児がいないとか、そういうところでは違うとは思うんですけれども、例えば札幌のようなところ
は二百万都市です。そういうところでは施設、施設がですね、この医療的ケア児を預かるような施設
が幾つかでき上がるだろうと。既にそこを見越して、札幌では医療的ケア児の母親が自ら経営する施
設を四か所つくりました。そういうようなことが全国に広がっていくだろうと。そのときの根拠がこ
の法律です。この法律に基づいて、自分たちが経営してもちゃんと赤字にならないということが納得
したという話が随分伝わってきております。 　それから、この法律は、どこにいてもこの法律の対象
になります。病院にいるからこの法律の対象じゃないとかなんとかということにはなりません。 　そ
れから、先生今離婚の話されましたけれども、離婚の大きな原因は、私の理解では、やっぱり親御さ
んたちがこの医療的ケア児を介護しながら働くというのは物すごい重労働なんですよね、重圧なんで
すよね。結果的にはどちらかがキャリアを捨てています、辞めています。その結果、所得が低くなっ
てくる。そういうことに陥っている例というのが、これはちゃんと調べないと分からないですけれど
も、そんなふうに私には理解できます。 　今度、預かってくれるところがあれば、あるいは学校に付
添いでずっといなくてもいいということができれば、私はキャリアを捨てることをしなくてもいい親
御さん、特に母親が増えていくというふうに思います。 

• 311　倉林明子

発言      URL      を表示  

○倉林明子君　日本共産党の倉林明子です。 　今回の法案ができたことで、学ぶ権利が奪われている
子供たちに学ぶ場が保障される、福祉が行き届くようにしなければと、予算確保の努力がそれぞれ語
られましたけれども、我々もそういう努力をしなければならないという思いであります。 　これ、医
療的ケア児ということで焦点当てた法整備ということになっております。しかし、医療的ケア児に該
当しないけれども、心臓病のお子さんである場合は常時酸素の携帯が必要で強度の運動制限があると、
そういうことで親の付添いが求められるというケースも聞いております。また、看護師がいないと入
園は断られるというのはよく聞くケースでもあります。親の付添いなく学校、保育園等に通えるとい
うことが基本だというふうに思います。 　そのために国等が必要な支援を行う、これは医療的ケア児
に限らずに、難病、慢性疾患、障害を持った子供たちにも共通するものだということは確認したいと
思うんです。大臣、どうでしょうか。 

• 312　田村憲久

発言      URL      を表示  

○国務大臣（田村憲久君）　医療的ケア児支援法案の第一条ですかね、これ、本法案の目的としてと
いうことでありますが、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた適
切な支援を受けられるようにすることが重要な課題と、である旨でありますとか、あと、保育及び教
育の拡充に係る施設等により医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職の防止に
資することにより安心して子供を産み育てられる社会の実現に寄与することが定められているわけで
すね、これ。 　これは、言われるとおり、この理念自体は、医療的ケア児のみならず、今言われた難
病、慢性疾患、障害、それぞれいろんな課題といいますか、ハンディを抱えられたお子様方に対して
も、家族もそうでありますけれども、同様であるべきだというふうに我々考えております。 　引き続
き、保育所でありますとか、それから障害児通所支援事業所等々、子供がそれぞれ通う施設、こうい
うところでしっかりと、医療的ケア児ももちろん含めてでありますけれども、様々なニーズを抱えら
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れたお子さん方がそこで家族、まあ家族も含めてでありますけれども、必要な支援がしっかり受けら
れるように我々としても努力をしてまいりたいというふうに考えております。 

• 314　渡辺由美子

発言      URL      を表示  

○政府参考人（渡辺由美子君）　まず、保育所についてでございますが、衆議院でもお答えしました
とおり、今般の法案は、一律に看護師を常時配置しなければならないということではなくて、医療的
ケアが必要な児童への適切な支援を行うため、看護師や喀たん吸引を行うことができる職員の配置そ
の他の必要な措置を講じることを求めていると理解しております。 　したがいまして、常時看護師に
よるケアの必要のない子供さんが今現に看護師のいない保育所に通えているという状況を阻害するも
のではございませんし、また、当然に、新しく保育所を利用しようとしている児童についても同様で
あると認識しております。 

• 315　蝦名喜之

発言      URL      を表示  

○政府参考人（蝦名喜之君）　学校についてお答えを申し上げます。 　学校において医療的ケア児を
受け入れる場合につきまして、今般の法案におきましては、一律に看護師を常時配置することまでを
求めるものではなく、医療的ケア児への適切な支援を行うため、看護師等の配置その他の必要な措置
を講ずることを求めているものであると認識をしております。 　このため、常時看護師によるケアが
必要ではない児童生徒等が、現に看護師のいない学校に通えている状況を阻害するものでないと認識
しておりますことは先般御答弁申し上げたとおりでありますけれども、このことにつきましては、新
たに学校に通うこととなる場合についても同様と考えておりまして、当該医療的ケア児の状況を踏ま
えて学校の設置者が適切にここは判断をすることとなると考えております。 

• 316　倉林明子

発言      URL      を表示  

○倉林明子君　今でも、先ほど御紹介あったとおり、自治体によって対応は本当に格差がございます。
実際に、小さな市町村ですと、対象になる子供さんが初めてというような場合も聞いております。そ
ういうときに、今回法が、法案ができたということが促進する側に回らないといけないというふうに
思います。今御答弁もありました、看護師の配置がないことで受入れを拒否すると、こういう傾向が
強まりかねないという懸念がありますので、そういうこと決してないように、丁寧な説明、そして周
知について努めていただきたいと思います。 　その上で、新たな制度の谷間をつくらないということ
が私非常に大事だというふうに思うんですね。医療的ケア児に限らず、病気、障害を抱える子供たち
が、それを理由として学ぶ権利、集団の中で発達、成長する場を奪われるようなことがないように、
環境整備というのが大きな仕事だと思うんですね。 　親の付添いなく、この合理的配慮によって必要
な保育、教育が受けられるよう、厚労省としては、看護師配置とともに、文科省には教員の増を、そ
して保育所や、看護師の配置とともに保育士の増員についても、やっぱりケアの体制を引き上げてい
くということからも必要だというふうに思います。いかがでしょうか。 

• 317　田村憲久

発言      URL      を表示  

○国務大臣（田村憲久君）　言われるとおり、その難病でありますとか慢性疾患や、また障害をある
お子さん方が保育が必要であるという中において、だから保育所でしっかりと対応できるように、そ
れは体制整備しっかりやっていかなきゃならぬというふうに思っています。 　例えば、障害のあられ
るお子さんに関して保育士の加配という、これは地方交付税等々で対応しておりますし、あと、医療
的なケアが必要なお子さんに関しての看護師の方々の配置でありますとか、当然保育士もですね、対
応必要な保育士の、対応をするために必要な保育士の皆さんの配置、こういうものも支援をいたして
おるわけでございます。 　いずれにいたしましても、五月ですかね、本年の、これは医療的ケア児の
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受入れに関するガイドライン、これを策定いたしておりますので、地方自治体にこういうものを使っ
てしっかりとお示しをさせていただく中において、これからも体制整備が進むように我々も努めてま
いりたいというふうに思っております。 

• 319　小川克巳

発言      URL      を表示  

○委員長（小川克巳君）　他に御発言もないようですから、質疑は終局したものと認めます。 　これ
より討論に入ります。──別に御意見もないようですから、これより直ちに採決に入ります。 　医療
的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案に賛成の方の挙手を願います。 　　　〔賛成者挙
手〕 

• 321　矢倉克夫

発言      URL      を表示  

○矢倉克夫君　私は、ただいま可決されました医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律
案に対し、自由民主党・国民の声、立憲民主・社民、公明党、日本維新の会、国民民主党・新緑風会
及び日本共産党の各派共同提案による附帯決議案を提出いたします。 　案文を朗読いたします。 　
医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案に対する附帯決議（案） 　　政府は、本法の
施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 　一、医療的ケア児が成人となっ
た後も適切な保健医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むことがで
きるようにすることも重要であることに鑑み、地方公共団体や医療的ケア児支援センターが医療的ケ
ア児の成人期への移行に際して行う支援について万全を期すこと。 　二、医療的ケア児支援センター
に関し、次に掲げる措置を講ずること。 　　１　医療的ケア児支援センターが、医療的ケア児及びそ
の家族のニーズに応じた支援を行う機関や団体との連絡調整を行うことを含め、医療的ケア児及びそ
の家族からの相談を受けることを業務とする機関であることについての広報を行うこと。 　　２　医
療的ケア児等コーディネーターを中核として医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関
係機関及び民間団体をネットワーク化して相互の連携を促進するとともに、都道府県内の医療的ケア
児に関連する情報が医療的ケア児支援センターに集約され、関係機関等の相互の連携の中で適切に活
用されるようにすることにより医療的ケア児支援センターが専門性の高い事案に係る相談支援を行う
ことができるようにするため必要な支援を行うこと。 　　３　都道府県内の医療的ケア児の数等に応
じて複数の医療的ケア児支援センターが設置されるようにする等、医療的ケア児及びその家族に対し
て適切な支援を行うことができる体制を確保するために必要な支援を行うこと。 　三、本法が保育所
の設置者、学校の設置者等に看護師等を配置するよう求めていることに関し、現在、看護師等が常時
配置されていない保育所、学校等に通園・通学している医療的ケア児について、本法の施行後、当該
保育所、学校等に看護師等が常時配置されていないことが当該児童の通園・通学の妨げとなることの
ないよう、本法の趣旨について必要な周知を行うこと。 　四、本法の定義規定において、「「医療的
ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう」とされたことに伴い、
「医療的ケア」に係る「医療行為」の範囲が変更されたかのような誤解を招くことがないよう、適切
に周知を行うこと。 　五、医療の高度化等を背景として、命を取り留める子どもたちが増加する中で、
早期からの適切な愛着関係の形成に資する家族支援がその後の家族の在り方にも関わることを踏まえ、
早期からの愛着形成に資する家族支援の在り方について、実態の把握と支援体制の構築に万全を期す
こと。 　　右決議する。 　以上でございます。 　何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。

•

国立国会図書館ホーム
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↑↑参院インターネット審議中継
　　　https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php
　　　ビデオライブラリーでも視聴可能
　　　　カレンダー　→　６／１０　→　厚生労働委員会　
　　　　→　とかしきなおみ(衆議院厚生労働委員長)４：２５～
　　　　の順でクリックを
　　　　　・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する
　　　　　　法律案（衆第３４号）　
　　　　の趣旨説明、質疑、採決などの模様が視聴できます。 

☆医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案
　　https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g20405034.htm
　＞　第二〇四回　衆第三四号

　　　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案
目次
　第一章　総則（第一条－第八条）
　第二章　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策（第九条－第十三条）
　第三章　医療的ケア児支援センター等（第十四条－第十八条）
　第四章　補則（第十九条－第二十一条）
　附則
　　　第一章　総則
　（目的）
第一条　この法律は、医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々
の医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっていることに鑑み、医療的ケア児
及びその家族に対する支援に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充に係る
施策その他必要な施策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定めることにより、医療的ケア児の健やかな成長を図るとと
もに、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的とする。
　（定義）
第二条　この法律において「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。
２　この法律において「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けることが不可欠である児
童（十八歳未満の者及び十八歳以上の者であって高等学校等（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する高等学校、中等
教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部をいう。次条第三項及び第十四条第一項第一号において同じ。）に在籍するものをいう
次条第二項において同じ。）をいう。
　（基本理念）
第三条　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児の日常生活及び社会生活を社会全体で支えることを旨として行われ
なければならない。
２　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児が医療的ケア児でない児童と共に教育を受けられるよう最大限に配慮し
つつ適切に教育に係る支援が行われる等、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする医療的ケアの種類及び生活の実態に応じて、かつ、
医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、切れ目なく行われなければなら
ない。
３　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児が十八歳に達し、又は高等学校等を卒業した後も適切な保健医療サービ
ス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むことができるようにすることにも配慮して行われなければならない。
４　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケア児及びその保護者（親権を行う者、未成年
後見人その他の者で、医療的ケア児を現に監護するものをいう。第十条第二項において同じ。）の意思を最大限に尊重しなければなら
ない。
５　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケア児及びその家族がその居住する地域にかか
わらず等しく適切な支援を受けられるようにすることを旨としなければならない。
　（国の責務）
第四条　国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を
総合的に実施する責務を有する。
　（地方公共団体の責務）
第五条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、医療的ケア児及びその家族に対する支
援に係る施策を実施する責務を有する。
　（保育所の設置者等の責務）
第六条　保育所（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所をいう。以下同じ。）の設置者、
認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項
に規定する認定こども園をいい、保育所又は学校教育法第一条に規定する幼稚園であるものを除く。以下同じ。）の設置者及び家庭的
保育事業等（児童福祉法第六条の三第九項に規定する家庭的保育事業、同条第十項に規定する小規模保育事業及び同条第十二項に規定
する事業所内保育事業をいう。以下この項及び第九条第二項において同じ。）を営む者は、基本理念にのっとり、その設置する保育所
若しくは認定こども園に在籍し、又は当該家庭的保育事業等を利用している医療的ケア児に対し、適切な支援を行う責務を有する。
２　放課後児童健全育成事業（児童福祉法第六条の三第二項に規定する放課後児童健全育成事業をいう。以下この項及び第九条第三項
において同じ。）を行う者は、基本理念にのっとり、当該放課後児童健全育成事業を利用している医療的ケア児に対し、適切な支援を
行う責務を有する。
　（学校の設置者の責務）
第七条　学校（学校教育法第一条に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校をい
う。以下同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、その設置する学校に在籍する医療的ケア児に対し、適切な支援を行う責務を有す
る。
　（法制上の措置等）
第八条　政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。
　　　第二章　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策
　（保育を行う体制の拡充等）

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g20405034.htm
https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php


第九条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して保育を行う体制の拡充が図られるよう、子ども・子育て支援法（平成二十四年
法律第六十五号）第五十九条の二第一項の仕事・子育て両立支援事業における医療的ケア児に対する支援についての検討、医療的ケア
児が在籍する保育所、認定こども園等に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。
２　保育所の設置者、認定こども園の設置者及び家庭的保育事業等を営む者は、その設置する保育所若しくは認定こども園に在籍し、
又は当該家庭的保育事業等を利用している医療的ケア児が適切な医療的ケアその他の支援を受けられるようにするため、保健師、助産
師、看護師若しくは准看護師（次項並びに次条第二項及び第三項において「看護師等」という。）又は喀痰吸引等（社会福祉士及び介
護福祉士法（昭和六十二年法律第三十号）第二条第二項に規定する喀痰吸引等をいう。次条第三項において同じ。）を行うことができ
る保育士若しくは保育教諭の配置その他の必要な措置を講ずるものとする。
３　放課後児童健全育成事業を行う者は、当該放課後児童健全育成事業を利用している医療的ケア児が適切な医療的ケアその他の支援
を受けられるようにするため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずるものとする。
　（教育を行う体制の拡充等）
第十条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して教育を行う体制の拡充が図られるよう、医療的ケア児が在籍する学校に対する
支援その他の必要な措置を講ずるものとする。
２　学校の設置者は、その設置する学校に在籍する医療的ケア児が保護者の付添いがなくても適切な医療的ケアその他の支援を受けら
れるようにするため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずるものとする。
３　国及び地方公共団体は、看護師等のほかに学校において医療的ケアを行う人材の確保を図るため、介護福祉士その他の喀痰吸引等
を行うことができる者を学校に配置するための環境の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。
　（日常生活における支援）
第十一条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族が、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする医療的ケアの種類及び生活
の実態に応じて、医療的ケアの実施その他の日常生活において必要な支援を受けられるようにするため必要な措置を講ずるものとする。
　（相談体制の整備）
第十二条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族その他の関係者からの各種の相談に対し、個々の医療的ケア児の特性に
配慮しつつ総合的に応ずることができるようにするため、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体
相互の緊密な連携の下に必要な相談体制の整備を行うものとする。
　（情報の共有の促進）
第十三条　国及び地方公共団体は、個人情報の保護に十分配慮しつつ、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関
及び民間団体が行う医療的ケア児に対する支援に資する情報の共有を促進するため必要な措置を講ずるものとする。
　　　第三章　医療的ケア児支援センター等
　（医療的ケア児支援センター等）
第十四条　都道府県知事は、次に掲げる業務を、社会福祉法人その他の法人であって当該業務を適正かつ確実に行うことができると認
めて指定した者（以下「医療的ケア児支援センター」という。）に行わせ、又は自ら行うことができる。
　一　医療的ケア児（十八歳に達し、又は高等学校等を卒業したことにより医療的ケア児でなくなった後も医療的ケアを受ける者のう
ち引き続き雇用又は障害福祉サービスの利用に係る相談支援を必要とする者を含む。以下この条及び附則第二条第二項において同
じ。）及びその家族その他の関係者に対し、専門的に、その相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行うこと。
　二　医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し医療的ケアについて
の情報の提供及び研修を行うこと。
　三　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関して、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体
との連絡調整を行うこと。
　四　前三号に掲げる業務に附帯する業務
２　前項の規定による指定は、当該指定を受けようとする者の申請により行う。
３　都道府県知事は、第一項に規定する業務を医療的ケア児支援センターに行わせ、又は自ら行うに当たっては、地域の実情を踏まえ
つつ、医療的ケア児及びその家族その他の関係者がその身近な場所において必要な支援を受けられるよう適切な配慮をするものとする。
　（秘密保持義務）
第十五条　医療的ケア児支援センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、職務上知ることのできた個人の秘密を漏らし
てはならない。
　（報告の徴収等）
第十六条　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターの第十四条第一項に規定する業務の適正な運営を確保するため必要があると認
めるときは、当該医療的ケア児支援センターに対し、その業務の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該医療的ケア児支
援センターの事業所若しくは事務所に立ち入らせ、その業務の状況に関し必要な調査若しくは質問をさせることができる。
２　前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しな
ければならない。
３　第一項の規定による立入調査及び質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
　（改善命令）
第十七条　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターの第十四条第一項に規定する業務の適正な運営を確保するため必要があると認
めるときは、当該医療的ケア児支援センターに対し、その改善のために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
　（指定の取消し）
第十八条　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターが第十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しく
は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした場合にお
いて、その業務の状況の把握に著しい支障が生じたとき又は医療的ケア児支援センターが前条の規定による命令に違反したときは、そ
の指定を取り消すことができる。
　　　第四章　補則
　（広報啓発）
第十九条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族に対する支援の重要性等について国民の理解を深めるため、学校、地域
家庭、職域その他の様々な場を通じて、必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。
　（人材の確保）
第二十条　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族がその居住する地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられるよう、
医療的ケア児に対し医療的ケアその他の支援を行うことができる人材を確保するため必要な措置を講ずるものとする。
　（研究開発等の推進）
第二十一条　国及び地方公共団体は、医療的ケアを行うために用いられる医療機器の研究開発その他医療的ケア児の支援のために必要
な調査研究が推進されるよう必要な措置を講ずるものとする。
　　　附　則
　（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。
　（検討）
第二条　この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の実施状況等を勘案して検討が加えられ、その結
果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。
２　政府は、医療的ケア児の実態を把握するための具体的な方策について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと
する。



３　政府は、災害時においても医療的ケア児が適切な医療的ケアを受けることができるようにするため、災害時における医療的ケア児
に対する支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
　　　　　理　由
　医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心
身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっていることに鑑み、医療的ケア児の健やかな成長を図
るとともに、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与するため、医療的ケ
ア児及びその家族に対する支援に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充に
係る施策その他必要な施策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定める必要がある。これが、この法律案を提出する理由
である。

　※衆院：厚労委６／　４可決　本会議６／　８可決
　※参院：厚労委６／１０可決　本会議６／１１可決

　△医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案要項
　　　https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/youkou/g20405034.htm
　　＞　第一　総則
　一　目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第一条関係）
　　　この法律は、医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々の
医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっていることに鑑み、医療的ケア児及
びその家族に対する支援に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充に係る施
策その他必要な施策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定めることにより、医療的ケア児の健やかな成長を図るととも
に、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的とすること。
　二　定義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二条関係）
　　１　この法律において「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰(かくたん)吸引その他の医療行為をいうこと。
　　２　この法律において「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けることが不可欠であ
る児童（十八歳未満の者及び十八歳以上の者であって高等学校等（学校教育法に規定する高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別
支援学校の高等部をいう。以下同じ。）に在籍するものをいう。三２において同じ。）をいうこと。
　三　基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三条関係）
　　１　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児の日常生活及び社会生活を社会全体で支えることを旨として行われ
なければならないこと。
　　２　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児が医療的ケア児でない児童と共に教育を受けられるよう最大限に配
慮しつつ適切に教育に係る支援が行われる等、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする医療的ケアの種類及び生活の実態に応じて、か
つ、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、切れ目なく行われなければ
ならないこと。
　　３　医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児が十八歳に達し、又は高等学校等を卒業した後も適切な保健医療
サービス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むことができるようにすることにも配慮して行われなければならな
いこと。
　　４　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケア児及びその保護者（親権を行う者、未
成年後見人その他の者で、医療的ケア児を現に監護するものをいう。第二の二２において同じ。）の意思を最大限に尊重しなければな
らないこと。
　　５　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケア児及びその家族がその居住する地域に
かかわらず等しく適切な支援を受けられるようにすることを旨としなければならないこと。
　四　国の責務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第四条関係）
　　　国は、三の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を総合
的に実施する責務を有すること。
　五　地方公共団体の責務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第五条関係）
　　　地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、医療的ケア児及びその家族に対する支援
に係る施策を実施する責務を有すること。
　六　保育所の設置者等の責務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第六条関係）
　　１　保育所の設置者、認定こども園（保育所又は幼稚園であるものを除く。以下同じ。）の設置者及び家庭的保育事業等（家庭的
保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業をいう。以下同じ。）を営む者は、基本理念にのっとり、その設置する保育所若しく
は認定こども園に在籍し、又は当該家庭的保育事業等を利用している医療的ケア児に対し、適切な支援を行う責務を有すること。
　　２　放課後児童健全育成事業を行う者は、基本理念にのっとり、当該放課後児童健全育成事業を利用している医療的ケア児に対し、
適切な支援を行う責務を有すること。
　七　学校の設置者の責務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第七条関係）
　　　学校（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校をいう。以下同じ。）の設置者は、
基本理念にのっとり、その設置する学校に在籍する医療的ケア児に対し、適切な支援を行う責務を有すること。
　八　法制上の措置等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第八条関係）
　　　政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならないこと。
第二　医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/youkou/g20405034.htm


　一　保育を行う体制の拡充等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第九条関係）
　　１　国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して保育を行う体制の拡充が図られるよう、子ども・子育て支援法の仕事・子育て
両立支援事業における医療的ケア児に対する支援についての検討、医療的ケア児が在籍する保育所、認定こども園等に対する支援その
他の必要な措置を講ずるものとすること。
　　２　保育所の設置者、認定こども園の設置者及び家庭的保育事業等を営む者は、その設置する保育所若しくは認定こども園に在籍
し、又は当該家庭的保育事業等を利用している医療的ケア児が適切な医療的ケアその他の支援を受けられるようにするため、保健師、
助産師、看護師若しくは准看護師（以下「看護師等」という。）又は喀痰吸引等（社会福祉士及び介護福祉士法第二条第二項に規定す
る喀痰吸引等をいう。二３において同じ。）を行うことができる保育士若しくは保育教諭の配置その他の必要な措置を講ずるものとす
ること。
　　３　放課後児童健全育成事業を行う者は、当該放課後児童健全育成事業を利用している医療的ケア児が適切な医療的ケアその他の
支援を受けられるようにするため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずるものとすること。
　二　教育を行う体制の拡充等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十条関係）
　　１　国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して教育を行う体制の拡充が図られるよう、医療的ケア児が在籍する学校に対する
支援その他の必要な措置を講ずるものとすること。
　　２　学校の設置者は、その設置する学校に在籍する医療的ケア児が保護者の付添いがなくても適切な医療的ケアその他の支援を受
けられるようにするため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずるものとすること。
　　３　国及び地方公共団体は、看護師等のほかに学校において医療的ケアを行う人材の確保を図るため、介護福祉士その他の喀痰吸
引等を行うことができる者を学校に配置するための環境の整備その他の必要な措置を講ずるものとすること。
　三　日常生活における支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十一条関係）
　　　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族が、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする医療的ケアの種類及び生活の実
態に応じて、医療的ケアの実施その他の日常生活において必要な支援を受けられるようにするため必要な措置を講ずるものとすること。
　四　相談体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十二条関係）
　　　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族その他の関係者からの各種の相談に対し、個々の医療的ケア児の特性に配慮
しつつ総合的に応ずることができるようにするため、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互
の緊密な連携の下に必要な相談体制の整備を行うものとすること。
　五　情報の共有の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十三条関係）
　　　国及び地方公共団体は、個人情報の保護に十分配慮しつつ、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び
民間団体が行う医療的ケア児に対する支援に資する情報の共有を促進するため必要な措置を講ずるものとすること。
第三　医療的ケア児支援センター等
　一　医療的ケア児支援センター等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十四条関係）
　　１　都道府県知事は、次に掲げる業務を、社会福祉法人その他の法人であって当該業務を適正かつ確実に行うことができると認め
て指定した者（以下「医療的ケア児支援センター」という。）に行わせ、又は自ら行うことができること。
　　　①　医療的ケア児（十八歳に達し、又は高等学校等を卒業したことにより医療的ケア児でなくなった後も医療的ケアを受ける者
のうち引き続き雇用又は障害福祉サービスの利用に係る相談支援を必要とする者を含む。以下一及び第五の二２において同じ。）及び
その家族その他の関係者に対し、専門的に、その相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行うこと。
　　　②　医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体並びにこれに従事する者に対し医療的ケアにつ
いての情報の提供及び研修を行うこと。
　　　③　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関して、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間
団体との連絡調整を行うこと。
　　　④　①から③までに掲げる業務に附帯する業務
　　２　１による指定は、当該指定を受けようとする者の申請により行うこと。
　　３　都道府県知事は、１の業務を医療的ケア児支援センターに行わせ、又は自ら行うに当たっては、地域の実情を踏まえつつ、医
療的ケア児及びその家族その他の関係者がその身近な場所において必要な支援を受けられるよう適切な配慮をするものとすること。
　二　秘密保持義務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十五条関係）
　　　医療的ケア児支援センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、職務上知ることのできた個人の秘密を漏らしては
ならないこと。
　三　報告の徴収等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十六条関係）
　　　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターの業務の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該医療的ケア児
支援センターに対し、その業務の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該医療的ケア児支援センターの事業所若しくは事
務所に立ち入らせ、その業務の状況に関し必要な調査若しくは質問をさせることができること。
　四　改善命令　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十七条関係）
　　　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターの業務の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該医療的ケア児
支援センターに対し、その改善のために必要な措置をとるべきことを命ずることができること。
　五　指定の取消し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十八条関係）
　　　都道府県知事は、医療的ケア児支援センターが三による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しくは三による立入調査を拒
み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした場合において、その業務の状況の把握に著
しい支障が生じたとき又は医療的ケア児支援センターが四による命令に違反したときは、その指定を取り消すことができること。
第四　補則
　一　広報啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十九条関係）
　　　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族に対する支援の重要性等について国民の理解を深めるため、学校、地域、家



庭、職域その他の様々な場を通じて、必要な広報その他の啓発活動を行うものとすること。
　二　人材の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二十条関係）
　　　国及び地方公共団体は、医療的ケア児及びその家族がその居住する地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられるよう、医療
的ケア児に対し医療的ケアその他の支援を行うことができる人材を確保するため必要な措置を講ずるものとすること。
　三　研究開発等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二十一条関係）
　　　国及び地方公共団体は、医療的ケアを行うために用いられる医療機器の研究開発その他医療的ケア児の支援のために必要な調査
研究が推進されるよう必要な措置を講ずるものとすること。
第五　施行期日等
　一　施行期日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（附則第一条関係）
　　　この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行すること。
　二　検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（附則第二条関係）
　　１　この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の実施状況等を勘案して検討が加えられ、その結
果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとすること。
　　２　政府は、医療的ケア児の実態を把握するための具体的な方策について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも
のとすること。
　　３　政府は、災害時においても医療的ケア児が適切な医療的ケアを受けることができるようにするため、災害時における医療的ケ
ア児に対する支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

　……衆院　第 204 回国会　議案の一覧より　
　　　https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/menu.htm#05

　＊＊議案要旨
　　　　第 204 回国会（常会）　令和 3 年 6 月 13 日現在
　　　　参議院厚生労働委員会に付託された議案　
　　　　https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/pdf/590204340.pdf
　　＞　（厚生労働委員会） 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案（衆第三四号）（衆議院提出）要
旨 本法律案は、医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児 及びその
家族が個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要 な課題となっている
ことに鑑み、医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職の防止に資 し、もって安心して子どもを生
み、育てることができる社会の実現に寄与するため、医療的ケア児及びその 家族に対する支援に関して定めようとする
ものであり、その主な内容は次のとおりである。 一、この法律において「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管
理、喀痰吸引その他の医療行為をい かくたん い、「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的
に医療的ケアを受けることが不可 欠である児童（十八歳未満の者及び十八歳以上の者であって高等学校等に在籍するも
のをいう。）をい う。 二、基本理念として、医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児の日常生活及
び社会生活を 社会全体で支えることを旨として行われなければならないこと、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする
二 医療的ケアの種類及び生活の実態に応じて、かつ、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う 関係機関
及び民間団体相互の緊密な連携の下に、切れ目なく行われなければならないこと等を定めるとと もに、国、地方公共団
体、保育所の設置者等及び学校の設置者の責務を定める。 三、政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上
又は財政上の措置その他の措置を講じなければ ならない。 四、医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策と
して、看護師の配置等保育及び教育を行う体制の 拡充等、日常生活における支援、相談体制の整備及び情報の共有の促
進について定める。 五、都道府県知事は、医療的ケア児、その家族等に対し、専門的に、その相談に応じ、又は情報の
提供若し くは助言その他の支援を行うこと等の業務を、指定した医療的ケア児支援センターに行わせ、又は自ら行 う
ことができる。 六、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し、広報啓発、人材の確保及び研究開発等の推進につ
いて 定める。 七、この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。 

　＊＊医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する件
　　　第204回国会6月4日衆院厚労委員会決議（附帯決議）
　　　https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Ketsugi/
kourou50284CA255CC46A7492586ED002B9765.htm
　＞　政府は、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行に当たり、次の事項について適切な措置を
講ずるべきである。
一　医療的ケア児が成人となった後も適切な保健医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むことができ
るようにすることも重要であることに鑑み、地方公共団体や医療的ケア児支援センターが医療的ケア児の成人期への移行に際して行う
支援について万全を期すこと。

二　医療的ケア児支援センターに関し、次に掲げる措置を講ずること。

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Ketsugi/kourou50284CA255CC46A7492586ED002B9765.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Ketsugi/kourou50284CA255CC46A7492586ED002B9765.htm
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/pdf/590204340.pdf
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/menu.htm#05


１　医療的ケア児支援センターが、医療的ケア児及びその家族のニーズに応じた支援を行う機関や団体との連絡調整を行うことを含め、
医療的ケア児及びその家族からの相談を受けることを業務とする機関であることについての広報を行うこと。

２　医療的ケア児等コーディネーターを中核として医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体をネッ
トワーク化して相互の連携を促進するとともに、都道府県内の医療的ケア児に関連する情報が医療的ケア児支援センターに集約され、
関係機関等の相互の連携の中で適切に活用されるようにすることにより医療的ケア児支援センターが専門性の高い事案に係る相談支援
を行うことができるようにするため必要な支援を行うこと。

３　都道府県内の医療的ケア児の数等に応じて複数の医療的ケア児支援センターが設置されるようにする等、医療的ケア児及びその家
族に対して適切な支援を行うことができる体制を確保するために必要な支援を行うこと。

三　本法が保育所の設置者、学校の設置者等に看護師等を配置するよう求めていることに関し、現在、看護師等が常時配置されていな
い保育所、学校等に通園・通学している医療的ケア児について、本法の施行後、当該保育所、学校等に看護師等が常時配置されていな
いことが当該児童の通園・通学の妨げとなることのないよう、本法の趣旨について必要な周知を行うこと。

四　本法の定義規定において、「「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう」とされたこと
に伴い、「医療的ケア」に係る「医療行為」の範囲が変更されたかのような誤解を招くことがないよう、適切に周知を行うこと。

　右決議する。

　＊医療的ケア児及びその家族に対する
　　支援に関する法律案の全体像

　　



＊第204回国会　衆院厚生労働委員会　第25号（令和3年6月4日（金曜日））会議録

＞○宮本委員　日本共産党の宮本徹です。
　今日は、医療的ケア児と家族の支援法がこの後採決されることになっております。
　二点だけお伺いしておきたいと思います。
　一点は、心疾患で在宅酸素療法を行っている病児でも、現場での柔軟な対応があれば常時看護師が必要でないケースもあります。こ
れまで看護師常駐でなくても保育園や学校に通えていた子供たちが、看護師が常駐していないことを理由にその保育園や学校に通えな
くなるということが起きないかという心配の声がありました。そうした不利益が起きるようなことはないということを確認したいと思
いますが、いかがでしょうか。
○渡辺政府参考人　今般提案される法案は、保育所において医療的ケア児を受け入れる場合に、一律に看護師を常時配置しなければな
らないというものではないと理解しております。
　医療的ケアが必要な児童への適切な支援を行うため、看護師や喀たん吸引を行うことができる職員の配置その他の必要な措置を講じ
ることを求めているというものと理解しております。
　このため、常時看護師によるケアの必要がない児童の、御指摘のありました現に看護師のいない保育所に通えている状況を阻害する
ものではないと認識しておりまして、本法案が成立した際には、こうした制定趣旨が適切に理解されるよう丁寧に説明を行ってまいり
たいと考えております。
　　　　〔委員長退席、大岡委員長代理着席〕
○蝦名政府参考人　お答え申し上げます。
　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案は、学校において医療的ケア児を受け入れる場合に、一律に看護師を常時配
置することまで求めるものではなく、医療的ケア児への適切な支援を行うため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずることを求
めているものであると認識しております。
　このため、常時看護師によるケアが必要でない児童生徒等が現に看護師のいない学校に通えている状況を阻害するものではないと認
識しておりまして、この法案が成立した際には、こうした点が適切に理解されるよう周知をしてまいりたいと考えております。
○宮本委員　それからもう一点ですけれども、こういう相談がありました。保育園に通園中のお子さんが、医療的ケアが必要という診
断を受け、その保育園から次年度からは預かれないと退園を求められたということでした。看護師の加配をつけた保育園に入園できた
のは退園から九か月後でした。
　本法案が成立すれば、医療的ケア児支援センターが設けられますが、医療的ケア児の家族の相談に丁寧に乗り、子供が保育を継続的
に受け、保護者が働き続けられるようになるのか。また、保育園が近隣でないと送り迎えが大変で、仕事との両立が困難になります。
こうした課題を、本法案が成立すればどう解決するのか、お伺いしたいと思います。
○渡辺政府参考人　御指摘ございましたように、医療的ケア児支援センターというのは、医療的ケア児それからその家族の相談に応じ
て情報提供や助言その他の支援を行うほか、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関あるいは民間団体との連絡
調整を行うとされております。
　御指摘のようなケースにつきましては、この医療的ケア児支援センターにおきまして、個々の状況に応じてではございますが、例え
ば、通っておられる保育所において看護師の加配を行うための調整ですとか、あるいは、医療的ケア児を、提供できる体制が整った保
育所に関する情報提供等によりまして、その家族等を含めて支援を行っていく、そういう役割が求められていると承知しております。
　また、本法案以外にも、厚生労働省におきましては、保育所等の医療的ケア児の受入れ体制の整備を進めるため、看護師等を保育所
に配置するための補助を行っておりますし、さらに、保育所における医療的ケア児の受入れに関するガイドラインというものを策定し
まして、本年五月に地方自治体にお示ししたところでございますので、本法案の成立と併せて、そういった施策の、しっかりこの後も
推進を図っていきたいというふうに考えております。
○宮本委員　ありがとうございました。　しっかり、この法律ができたら、更なる医療的ケア児とその家族への御支援を大臣にもよろ
しくお願い申し上げたいというふうに思います。

 

○青山（雅）委員　日本維新の会・無所属の会、青山雅幸でございます。
　本日も大変貴重な機会、ありがとうございます。
　早速です。
　まず、この後、採決が行われる予定であります医療的ケア児に関する法律案についてお伺いします。
　この法案第三条四項では、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケア児及びその保護
者の意思を最大限に尊重しなければならない。」と規定されています。一方では、法案五条には地方公共団体の責務、法案六条には保
育所の設置者等の責務が規定されております。
　この責務ということは非常に強い意味を持つものでございますが、保育所の設置者等の責務として、具体的にどのような措置が求め
られているかといいますと、看護師等又は喀たん吸引等が可能な保育士の配置でございます。



　幼稚園や保育所は小規模な事業主体であることが多く、法案が求めるような措置を追加的に取るだけの余力が必ずしもあるとは限り
ません。そもそも、保育士が不足している中、保育士の待遇を向上させて、人材を確保するだけでも大変なのに、これらの措置を行う
責務を求められると、事業者側も保育士ももたなくなるというようなおそれもございます。法文上は、責務を負うのは現に在籍してい
る者に対するものであるということは承知しておりますが、それでもやはり厳しいものであることは変わりございません。
　この法案に基づく施策は、医療的ケア児及びその保護者のみではなく、サービスを提供する事業者及びその従業員の存在もあって初
めて成立するものですから、この施策を行う際は、サービス提供側及びその従業員の意見も最大限取り入れ、配慮したものとすべきと
考えますが、いかがでしょうか。
○渡辺政府参考人　御指摘ございましたように、この法案の制定趣旨が適切に理解され、進めていくためには、保育所等を始めとする、
そういった設置者の理解を得た上で進めていくということは非常に重要だと考えております。
　厚労省におきましても、これまで、この法案以外にも、予算事業の中で、医療的ケアを行う看護師等を配置するための加配のための
補助なども行っておりまして、これまでモデル事業であったものを今年度から一般事業化するというようなこともやっておりますので、
今後、保育所等での医療的ケア児の受入れが進んでいくように、引き続き、事業者の方ともよく意見交換をしながら、必要な対策を進
めていきたいというふうに考えております。
○青山（雅）委員　よろしくお願いいたします。
　次に、この法案の書きぶりだと、国や地方公共団体の責務はあるものの、センター等を委託される当事者と社福が直接対峙するよう
な形になってしまっているとも思われます。医療的ケア児支援センター等に業務を行わせるとしても、その委託をする都道府県が、
しっかりと責任を持って、医療的ケア児及びその保護者と社福をうまくコーディネートしなければならないと考えるものです。その責
任の在り方について、都道府県が誤解しないよう、厚生労働省としても対応していただく必要があると思います。
　また、先ほどもちょっと触れましたとおり、施設の責務は現に在籍している者に限定されるというのが、これは、もちろん読む者が
読めば分かるわけですけれども、一般の方には分かりにくいというところもございます。
　そういったところも含めまして、当事者団体や利用を考えている一般の保護者にも、法案のたてつけや限界、これを厚労省からきち
んと広報していただく必要があると思いますけれども、いかがでしょうか。
○赤澤政府参考人　お答えいたします。
　法案の十四条では、医療的ケア児支援センターにつきまして、都道府県知事は、社会福祉法人その他の法人であって当該業務を適正
かつ確実に行うことができると認めて指定した者に行わせ、又は自ら行うことができると規定されているというふうに承知しておりま
す。
　御指摘いただきました、医療的ケア児及びその家族等からの相談、助言等を行うことや、支援に際して、保育所や児童発達支援事業
所等の関係機関との連絡調整を行うことは、医療的ケア児支援センターの重要な業務として位置づけられているというふうに私ども承
知しているところでございます。
　また、委託する都道府県が責任を持ってコーディネートすべきという御指摘をいただいておりますが、その点につきましては、同セ
ンターの業務を社会福祉法人等が行う場合でありましても、都道府県知事が業務を適正かつ確実に行うことができると認めた者を指定
するものでありますことから、都道府県知事がこうした業務を適正かつ確実に行うことができるような必要な支援や助言を行うことは
当然でございまして、このため、法律上も、更に必要な場合には都道府県知事は改善命令もかけられる、そういう規定にされているも
のというふうに考えているところでございます。
　広報の件につきましては、医療的ケア児センターに係る都道府県の役割、それから、御指摘いただきました保育所等の責務規定に係
る内容、趣旨等につきまして、本法案の内容や趣旨を関係者にお伝えする中で、自治体、当事者団体や保護者の方々に対し、正しく理
解していただけるよう適切な周知等を図ってまいりたいと考えております。
○青山（雅）委員　誤解が生まれると、せっかくの法案が生きてこないわけですから、是非その点、よろしくお願いいたします。
　続きまして、医療的ケアの中でも呼吸管理、これはもう、私は、前にも申し上げたとおり、医療事故関係の事件を扱ってきた弁護士
でございまして、非常に重要なことだと思っています。呼吸関係の、喉に切開されてこういったものを埋め込んでいる子供が、ここが
詰まることによって亡くなってしまったという大変痛ましい事件を経験したこともございます。
　そこでお願いなんですけれども、この呼吸というのは本当に緊急なものでございまして、もう五分でもできなくなれば死に直結する、
あるいは大変重い脳障害に直結するわけですね。こういった事故を、本当に一例、二例ではございますが、私も複数例経験しておりま
す。
　そこで、呼吸管理に関わる看護師、保育士に対する十分な研修と、これは一回やればいいというものじゃなくて、定期的に繰り返し
注意を促していただきたいと思うんですけれども、この点、副大臣の方から明確にお答えいただければと思います。
○山本副大臣　御質問ありがとうございます。
　委員御指摘のように、特に人工呼吸器管理などの医療的ケアに関しましては、生命身体に直結するものでございますので、適切な管
理が求められるものでございます。
　医療的ケアを実施する看護職員や保育士に対しましては、医療的ケア児等総合支援事業によりまして、都道府県、市町村におきまし
て、地域の医療機関等と連携しながら、医療的ケアに係る研修が適切に行われるように支援を行っている次第でございます。
　また、保育所等における医療的ケア児の受入れにつきましても、平成三十年度に策定されましたガイドラインを昨年度改定いたしま



して、安全対策なども含めた具体的な対応や事例、これはヒヤリ・ハット事例等を盛り込んでいる次第でございますけれども、本年五
月に各自治体に周知を行った次第でございます。
　こうした取組等を通じまして、引き続き、事業所等においての看護職員等がより安全に医療的ケアを実施いただけるような環境整備
に取り組んでまいりたいと思います。
○青山（雅）委員　大切なお子さんの命に関わる件でございますので、是非ともよろしくお願いいたします。
　この法案に関しまして、最後にもう一問、法施行後三年を目途として再検討が加えられるということになっております。議員立法で
もあるところでありまして、いろいろな想定していなかった不足部分あるいはゆがみが出る部分というのもあろうかとも思います。そ
ういったものをきちんと修正していっていただきたいと思いますけれども、その点、副大臣の御見解をお伺いしたいと思います。
○山本副大臣　医療的ケアに関しましては、その支援の現場におきまして、支援者が安全に行うことができるような環境の整備を図っ
ていくことが重要でございます。
　委員が指摘を先ほどもされておりましたけれども、保育所の設置等の責務に係る内容等につきましてもそうでございますけれども、
こうした本法案の内容、趣旨、関係者にお伝えする中で、適切な周知を図ってまいりたいと思う次第でございます。
　また、委員御指摘の、本法案の附則にございます法施行後三年をめどとした検討につきましても、本法案の施行後の状況をしっかり
と見た上で、見直しの必要性を検討していくものと考えている次第でございます。
　今日は、立憲民主党の荒井先生や自民党の野田先生、この法案に関わっておられました公明党の高木先生を含めて、永田町子ども未
来会議、私もそのメンバーに加えさせていただいておりましたけれども、政治家として、一議員としても、副大臣が終わった後もしっ
かりと関わってまいる決意でございます。
○青山（雅）委員　ありがとうございます。
　この法案、議員立法でもある以上、政治の責任というのは大変重いと思います。是非よろしくお願いいたします。

＞　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する件 

○とかしき委員長　次に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案起草の件について議事を進めます。
　本件につきましては、野田聖子さん外四名から、自由民主党・無所属の会、立憲民主党・無所属、公明党、日本共産党及び日本維新
の会・無所属の会の五派共同提案により、お手元に配付いたしておりますとおり、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法
律案の草案を成案とし、本委員会提出の法律案として決定すべしとの動議が提出されております。
　提出者より趣旨の説明を聴取いたします。荒井聰君。
○荒井委員　本日は、この医療的ケア児の法案を提出させていただきますこと、大変ありがたく思ってございます。委員の皆様の御高
配に、委員長を始め皆様の御高配に感謝を申し上げます。
　二〇一六年に初めて医療的ケアという言葉を法律用語とする委員会が、今日来られています塩崎先生が大臣をされていたときに行わ
れました。そのときには、医療的ケアという言葉を知っている委員の先生方はほとんどいなかったんじゃないかと思います。今日、こ
うしてこの法案を本格的な法案として提出させていただくこと、本当にありがたく思ってございます。
　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案の起草案につきまして、提出者を代表して、その提案の趣旨及び内容の概要
を御説明申し上げます。
　医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともに、その実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の
心身の状況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題になっております。
　本案は、こうした状況に鑑み、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明ら
かにするとともに、保育及び教育の拡充に関わる施策その他必要な施策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定めること
により、医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子供を産み育てることができる
社会の実現に寄与することを目的とするもので、その主な内容は次のとおりであります。
　第一に、医療的ケアとは、人工呼吸器による呼吸管理、喀たん吸引その他の医療行為をいい、医療的ケア児とは、日常生活及び社会
生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けることが不可欠である児童をいうこととしております。なお、児童には、十八歳未満の者
に加え、十八歳以上の者であって高等学校等に在籍するものを含むこととしております。
　第二に、医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児の日常生活及び社会生活を社会全体で支えることを旨として行わ
れなければならないこと等を基本理念として定めております。
　第三に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する国、地方公共団体、保育所の設置者等及び学校の設置者の責務を規定して
おります。
　第四に、政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置等を講じなければならないこととしております。
　第五に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関わる施策として、保育を行う体制の拡充等、教育を行う体制の拡充等、日常生
活における支援、相談体制の整備及び情報の共有の促進について定めております。
　第六に、都道府県知事は、医療的ケア児及びその家族等の相談に応じること等の業務を、社会福祉法人その他の法人であって当該業
務を適正かつ確実に行うことができると認めて指定した医療的ケア児支援センターに行わせ、又は自ら行うことができることとしてお
ります。



　第七に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し、広報啓発、人材の確保及び研究開発等の推進について定めております。
　第八に、この法律の規定については、法施行後三年を目途として、この法律の実施状況等を勘案して検討が加えられ、その結果に基
づいて必要な措置が講ぜられるものとし、また、政府は、医療的ケア児の実態を把握するための具体的な方策及び災害時における医療
的ケア児に対する支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしております。
　なお、この法律は、公布の日から起算して三か月を経過した日から施行することとしております。
　以上が、本起草案の趣旨及び内容の概要であります。
　何とぞ速やかに御賛同くださいますようお願いを申し上げます。
　ありがとうございました。
　　　　―――――――――――――
　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案
　　　　〔本号末尾に掲載〕
　　　　―――――――――――――
○とかしき委員長　以上で趣旨の説明は終わりました。
　本起草案について発言を求められておりますので、これを許します。高井崇志君。
○高井委員　国民民主党・無所属クラブの高井でございます。
　先ほどに引き続き質疑の機会をいただき、ありがとうございます。
　まずもって、この法案の成立に大変御尽力をいただきました荒井先生、そして野田先生始め、関係者の皆様に心から敬意と感謝を申
し上げたいと思います。
　特に荒井先生におかれては、今期で御引退と聞いておりますけれども、本当に大変な御功績をたくさん残されて、私も個人的には大
変お世話になり、御指導いただきました。ありがとうございます。
　それでは、質問に入ります。
　まず、本法律案の成立によって、医療的ケア児に対する支援が推進されることは非常に望ましいことだと考えております。
　しかし、その一方で、本法案が想定している支援は、どちらかといえば、保育園や学校に通える、外に出られる医療的ケア児に偏っ
ているのではないかという見方もあります。例えば、入院生活が続いて外に出られない医療的ケア児とか、そもそも家族からの支援を
受けることが期待できない医療的ケア児も存在いたします。
　このような医療的ケア児に対してはどのような支援を行っていく考えか、政府の見解をお聞きします。
○赤澤政府参考人　お答えいたします。
　医療的ケア児支援法案の、今回の法案の目的規定にございますとおり、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心身の状
況等に応じた適切な支援が受けられるようにすることが重要な課題だと考えております。
　法案の第十一条におきましては、日常生活における支援といたしまして、国及び地方公共団体に対し、個々の医療的ケア児の年齢、
必要とする医療的ケアの種類及び生活の実態に応じて、医療的ケアの実施その他の日常生活において必要な支援を受けられるようにす
るため必要な措置を講ずることが求められております。
　この規定も踏まえまして、保育所や学校における支援の充実だけでなく、児童発達支援、それから放課後等デイサービスや、さらに、
居宅介護、短期入所等の障害福祉サービスの提供も推進していくことが大変重要だと考えております。
　また、法案の十四条では、都道府県は、医療的ケア児センターを設置し、医療的ケア児及びその家族等に、専門的な相談に応じ、情
報の提供、助言その他の支援を行うこと、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体並びに従事する
方に対して医療的ケアについての情報の提供及び研修を行うこと、それから三番目に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関し
て、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関それから民間団体との連絡調整を行うことなどの業務に取り組むこ
とができるとされております。
　この規定も踏まえまして、都道府県における当該センターの設置を促していくことが必要と考えております。
　厚生労働省としましては、本法案の規定を踏まえ、支援が必要な方に必要な支援が行き届くよう、医療的ケア児に対する支援体制の
整備に努めてまいりたいと考えております。
○高井委員　それでは、次の質問ですが、本法案では、医療的ケア児とは、原則として十八歳まで、高校を卒業するまでと規定をされ
ています。また、基本理念には、医療的ケア児が十八歳に達し、又は高校卒業後も適切なサービスを受けながら生活を送ることができ
るよう配慮することという規定もございます。
　そうした中で、医療的ケア児から医療的ケア者へのスムーズな移行に向けて今後どのような支援に取り組んでいくつもりか、政府の
見解を伺います。
○赤澤政府参考人　お尋ねの、十八歳以上の医療的ケアを必要とする障害者の方が、適切な福祉サービスを受けながら日常生活及び社
会生活を営めるようにすることが重要であると認識しております。
　これまでも、障害福祉サービスの一つでございます生活介護におきまして、看護職員の配置等により日中活動における支援が行われ
てきたところでございます。
　さらに、こうした支援の体制をしっかり整備していくため、令和三年度の障害福祉サービス等報酬改定におきましては、より手厚い



看護職員の配置により、医療的ケアを必要とする利用者に支援する場合に評価する加算の拡充というものを行っております。
　こうした取組によりまして、医療的ケア児が成人期へ移行した後においても地域生活できるような必要な支援の充実に努めてまいり
たいと考えております。
○高井委員　それでは、医療的ケア児の保育そして教育をめぐっては、現場の受入れ体制が整っていないということから、保育所では
預かってもらえないとか、登校時に付添いを求められるなど、保護者の負担が大きいことが長年の課題で指摘されてまいりました。こ
の医療的ケア児の受入れ体制の整備が、そして、その中でも特に人材の確保ということが大きな課題であります。
　看護師を確保するということは、非常に、このコロナ禍でも大変厳しいことが予想されるわけですけれども、学校看護師、これをど
のように確保していくのか、そして、今日は学校ということに限りますけれども、その受入れ体制の整備、本当に大丈夫なのかという
点を、これは文部科学省に伺いたいと思います。
○蝦名政府参考人　お答え申し上げます。
　学校における医療的ケア児の受入れ体制を整備していくためには、委員御指摘のように、医療的ケアを行う看護師等の配置などにつ
いての国及び地方公共団体による学校への支援が大変重要だと考えております。
　このため、この法案の第十条第一項においても、「国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して教育を行う体制の拡充が図られる
よう、医療的ケア児が在籍する学校に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。」と規定をされているものと承知してござ
います。
　文部科学省におきましては、学校における医療的ケア児の受入れ体制の充実のために、自治体が行います看護師配置への補助等を
行っているところであります。令和三年度の予算におきましては、昨年度予算から三百人増の二千四百人分を措置するなど、その拡充
を図っているところでございます。
　また、こうした看護師の配置に当たりましては、例えば拠点校を一校つくって、周辺の学校にも必要な限りで派遣をするといったよ
うな柔軟なやり方なども、今調査研究を行っているところでもございます。
　文部科学省といたしましては、今後とも、医療的ケアを必要とする児童生徒等に対する支援の充実に努めてまいりたいと考えており
ます。
○高井委員　それでは次に、救急時とか予想外の災害に遭遇した際の対応について、万一の場合においても安心できる体制を整えてお
く必要があると考えます。その中で、かかりつけ医との情報共有の仕組みなども必要と考えますが、この医療的ケア児の安全確保につ
いての取組について、政府の見解を伺います。
○赤澤政府参考人　お答えいたします。
　御指摘のように、救急時それから災害時に備えまして日頃から主治医と事業所等が十分に情報を共有し連携していくことは、医療的
ケア児に対して適切な対応を行う上で重要だと考えております。
　障害児の通所サービスでございます児童発達支援、それから放課後等デイサービスにおきましては、医療的ケア児に医療的ケアを行
うときには、その報酬の基準におきまして、主治医が作成する医療的ケア児の病状や見守りの必要度合いに係る医療的ケア判定スコア
の結果、これを事業所が適切に把握した上で医療的ケアを行えるようにすること、それから、主治医の指示を受けた看護内容等を個別
支援計画等に記載し、主治医に対し定期的に看護の提供状況等を報告をすることを求めることといった取扱いをお示ししているところ
でございます。
　このほか、通所事業所の、事業所の運営基準におきましては、医療的ケア児を含めた障害児の安全確保のため、障害児の病状の急変
等に備えるため、あらかじめ協力医療機関を定めておくこと、障害児に病状の急変が生じた場合その他必要な場合には速やかに医療機
関への連絡を行うこと等の必要な措置を講じることを求めております。
　それから、御指摘いただきました災害のケースでございますが、各地域におきまして、例えば、医療的ケアが必要な家庭における災
害時の心構え、それから準備についてのマニュアルが作成されるなどの取組もなされております。
　厚生労働省では、今年度、こうした好事例を周知をしまして、かかりつけ医との連携を含めた災害時の対応につきまして検討を進め
てまいりたいと考えております。
○高井委員　今日は時間の関係で提案者の先生にはお聞きできませんでしたけれども、参議院の方で荒井先生、野田先生には是非質疑
をしたいという強い希望がございますので、是非御対応いただきますことをお願いいたしまして、私の質問を終わります。
　ありがとうございます。
○とかしき委員長　以上で発言は終わりました。
　お諮りいたします。
　お手元に配付いたしております草案を医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案の成案とし、これを委員会提出の法律
案と決するに賛成の諸君の起立を求めます。
　　　　〔賛成者起立〕
○とかしき委員長　起立総員。よって、そのように決しました。
　なお、本法律案の提出手続等につきましては、委員長に御一任願いたいと存じますが、御異議ありませんか。
　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○とかしき委員長　御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。



　　　　―――――――――――――
○とかしき委員長　この際、大岡敏孝君外五名から、自由民主党・無所属の会、立憲民主党・無所属、公明党、日本共産党、日本維新
の会・無所属の会及び国民民主党・無所属クラブの六派共同提案による医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する件について決
議すべしとの動議が提出されております。
　提出者より趣旨の説明を聴取いたします。高木美智代さん。
○高木（美）委員　私は、提出者を代表して、本動議について御説明申し上げます。
　案文を朗読して説明に代えさせていただきます。
　　　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する件（案）
　　政府は、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。
　一　医療的ケア児が成人となった後も適切な保健医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むことがで
きるようにすることも重要であることに鑑み、地方公共団体や医療的ケア児支援センターが医療的ケア児の成人期への移行に際して行
う支援について万全を期すこと。
　二　医療的ケア児支援センターに関し、次に掲げる措置を講ずること。
　　１　医療的ケア児支援センターが、医療的ケア児及びその家族のニーズに応じた支援を行う機関や団体との連絡調整を行うことを
含め、医療的ケア児及びその家族からの相談を受けることを業務とする機関であることについての広報を行うこと。
　　２　医療的ケア児等コーディネーターを中核として医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体を
ネットワーク化して相互の連携を促進するとともに、都道府県内の医療的ケア児に関連する情報が医療的ケア児支援センターに集約さ
れ、関係機関等の相互の連携の中で適切に活用されるようにすることにより医療的ケア児支援センターが専門性の高い事案に係る相談
支援を行うことができるようにするため必要な支援を行うこと。
　　３　都道府県内の医療的ケア児の数等に応じて複数の医療的ケア児支援センターが設置されるようにする等、医療的ケア児及びそ
の家族に対して適切な支援を行うことができる体制を確保するために必要な支援を行うこと。
　三　本法が保育所の設置者、学校の設置者等に看護師等を配置するよう求めていることに関し、現在、看護師等が常時配置されてい
ない保育所、学校等に通園・通学している医療的ケア児について、本法の施行後、当該保育所、学校等に看護師等が常時配置されてい
ないことが当該児童の通園・通学の妨げとなることのないよう、本法の趣旨について必要な周知を行うこと。
　四　本法の定義規定において、「「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰（かくたん）吸引その他の医療行為をい
う」とされたことに伴い、「医療的ケア」に係る「医療行為」の範囲が変更されたかのような誤解を招くことがないよう、適切に周知
を行うこと。
　　右決議する。
以上であります。
　何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。
○とかしき委員長　以上で趣旨の説明は終わりました。
　採決いたします。
　本動議に賛成の諸君の起立を求めます。
　　　　〔賛成者起立〕
○とかしき委員長　起立総員。よって、本件は本委員会の決議とすることに決しました。
　この際、田村厚生労働大臣から発言を求められておりますので、これを許します。田村厚生労働大臣。
○田村国務大臣　ただいまの御決議につきましては、その趣旨を十分尊重いたしまして、努力してまいります。
○とかしき委員長　なお、本決議の議長に対する報告及び関係方面への参考送付等につきましては、委員長に御一任願いたいと存じま
すが、御異議ありませんか。

　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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　　　の順でクリックで、の趣旨説明、質疑、採決などの模様が視聴できます。 

　　案件　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律案起草の件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　  医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する件

https://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php
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